
 

○松山自動車道（大洲北只ＩＣ～西予宇和ＩＣ）消防相互応援協定書に基づく覚書  
 

 平成17年11月１日付けで、協定市等の間で締結した松山自動車道（大洲北只IC～西予宇和IC）消防

相互応援協定（以下「協定」という。）の実施については、次の要領により行うこととし、この覚書

を交換する。 

１ この覚書における用語の意義は、特別の定めがあるもののほか、協定書の用語の例によるものと

する。 

２ 協定区域内における災害等の発生を覚知したときは、協定市等の消防本部に即報するとともに、

相互にその状況について連絡をとりあうものとする。 

３ 協定書第２条に基づき、応援のために出動する消防隊等は、協定市等の各消防本部が別に定める

出動計画によるものとする。ただし、災害の規模等により、災害発生地からの要請又は応援消防機

関が必要と認めたときは、消防隊等を増加することができるものとする。 

４ 前項の出動計画は、協定市等の消防本部が協議して策定するものとする。なお、変更する場合も

同様とする。 

５ 協定区域に消防隊等を出動させたときは、災害等の処理後その概要を第１号様式により、相互に

協定市等の消防本部の長に報告するものとする。 

６ 協定区域に出動した消防隊等の無線連絡は、相互連絡のため県内共通波を使用するものとする。 

７ 消防業務の事務処理は、災害等の発生地を管轄する消防機関が行うものとする。ただし、救急事

故の事務処理は、その救急事故を取り扱った消防機関が行うものとする。 

８ 協定市等の消防本部の長は、あらかじめ管轄直域内の医療機関のうちから協定区域における災害

等による傷病者を搬送する救急医療機関を選定しておくものとする。 

９ 前項により、救急医療機関を選定したときは、その所在地、経路、その他救急活動に必要な事項

を協定市等の消防本部の長に通報するものとする。なお、変更した場合も同様とする。 

10 この覚書は、平成17年11月１日から効力を発生するものとする。 

 この覚書を証するため、本書２通を作成し、記名押印の上各自１通を保有するものとする。 

 なお、「松山自動車道（大洲北只IC～西予宇和IC）消防相互応援協定書に基づく覚書」（平成16年

２月24日締結）は廃止する。 

 

  平成17年11月１日 

 

大洲地区広域消防事務組合消防本部 

消防長 

 

西予市消防本部 

消防長 



 

第１号様式 

消 防 隊 等 活 動 報 告 書 

消防機関名 
報 告 者 

 

 

災 害 種 別 □火災 □救急 □救助 □その他 発生場所  

発 生 日 時 平成 年 月 日 時 分頃 
応援要請

受信時分 
時 分 要請者  

消 防 隊 等 の 活 動・経 過 

隊 名 

(車両等の種別) 

人 員 

（人） 

出 動 

時 分 

距 離 

（km） 

到 着 

時 分 

活 動 時 分 引 揚 

時 分 

帰 署 

時 分 
摘 要 

開 始 終 了 所要時分 

  ：  ： ： ： ： ： ：  

  ：  ： ： ： ： ： ：  

  ：  ： ： ： ： ： ：  

  ：  ： ： ： ： ： ：  

  ：  ： ： ： ： ： ：  

  ：  ： ： ： ： ： ：  

  ：  ： ： ： ： ： ：  

救 

急 

・ 

救 
助 

傷 病 者 
氏    名 性 別 年 令 職 業 氏    名 性 別 年 令 職 業 

 男・女 才   男・女 才  

住 所   

傷病程度 □死亡  □重症  □中等症  □軽症 □死亡  □重症  □中等症  □軽症 

傷 病 名   

応急措置   

搬
送
先 

名 称   

所在地   

事故

種別 

□火  災   □自然災害   □水  難   □交  通   □労働災害   □運動競技 

□一般負傷   □加  害   □自損行為   □急  病   □その他（       ） 

資
器
材
等 

応 援 側 

の も の 

 

受 援 側 

の も の 

 

消 防 隊 等 

活 動 状 況 

 

応 援 出 動 

起 因 事 故 

□ 有 

□ 無 

事 故 

概 要 

 

備 考 
 

 


